
第７次南知多町総合計画

令和７年度 

南知多町 

第５期 アクションプラン
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～絆・選ばれる理由があるまち～ 

の実現に向けて 

このアクションプランに基づいて、各課室は予算要求をします。 

町の財政状況等により不採択、次年度以降先送りとなる事業もありますの 

で、ご理解をお願いします。 
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第１章 アクションプラン策定にあたって 

１ 第７次南知多町総合計画とは 
 本町が目指す将来イメージやそれを実現するための施策などを示した「まちづくりの指針」

となる最も重要な計画であり、「基本構想」と「アクションプラン」の２つで構成されます。 

【総合計画の構成】 

基

本

構

想

総
合
計
画

中
期

年
間

将 来 

イメージ 

絆・選ばれる理由があるまち 

～ Bonding , reason to be chosen ～ 

基本理念 暮らし続けられるまちを”あなた”とつくる 

基本目標 

基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 
行財政 

マネジメント 
地域で育む 

ひとづくり 

地元をにぎわす 

しごとづくり

安心できる 

まちづくり 

基本施策 
24 の基本施策 

１-１～１-７ ２-１～２-７ ３-１～３-７ ４-１～４-３ 

重点政策１ 産業の活性化と雇用の確保 

重点政策２ 子育て支援と教育の充実 

重点政策３ 定住支援 

毎
年
度
更
新

実施計画 
重点政策に位置付けられる主要事業 

（翌年度以降３か年の実行計画） 

業務改善 

推進計画書 

行財政マネジメントにおける業務改善推進計画 

 （行財政改革の取組）

事業評価 
予算科目ごとに事務事業評価を実施 

 （予算事業のＰＤＣＡサイクル）

施策評価 
各施策の進捗管理を実施 

（重点政策と予算科目を関連付け、町民による評価） 

用語の解説 

基本構想：町が実施する施策や事業の計画で、本町では基本計画、総合戦略を兼ねる。 

  将来イメージ：将来も「こうあってほしい」と共有する本町の姿。 

  基本理念：将来イメージを実現するためのまちづくりの基本的な考え方。 

 基本目標：将来イメージの実現をするためのまちづくりの基本的な目標。 

  基本施策：将来イメージの実現のために町が継続して取組む施策をまとめたもの。 

  重点政策：将来イメージの実現に向けて優先的に取り組まなければならない政策。 

 アクションプラン：基本構想を具現化するための具体的な事業の実施計画。 

  実施計画：重点政策に基づいて、本町が実施する主要事業の３か年の行動計画。 

  業務改善推進計画書：行財政マネジメントにおける業務改善の取組計画。 

事業評価：予算科目に紐づく事業の実施行程～評価・改善までの流れ。 

  施策評価：基本施策の指標管理及び町民評価の把握。 

※町民（職員）意識調査結果：アンケート調査による町民ニーズ等の分析（資料編に掲載）。
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２ アクションプラン策定の趣旨 
 将来イメージ「絆・選ばれる理由があるまち」を実現するため、基本理念「暮らし続けられる

まちを“あなた”とつくる」に沿って、分野別の基本目標・基本施策に分類されるすべての事

業のうち、重点政策に位置付けられる主要な事業の具体的な内容、時期、コスト等を明らか

にした実施計画をもとに、効率的かつ効果的な行財政運営の指針とするものです。 

【まちづくりの施策とアクションプランの体系図】 

基本構想を具体化（アクションプラン）

実施 

計画 

主要 

事業 

重点政策Ⅰ 「産業の活性化と雇用の確保」を推進する事業 

重点政策Ⅱ 「子育て支援と教育の充実」を推進する事業 

重点政策Ⅲ 「定住支援」を推進する事業 

業務 

改善 

推進 

計画 

行財政改革 

の取組 

推進事項Ⅰ  「挑戦できる組織づくり」 

推進事項Ⅱ  「デジタル化・DX の推進」 

推進事項Ⅲ  「公共施設・サービスの推進」 

推進事項Ⅳ  「持続可能な財政基盤の構築」 

事業 

評価 

全ての 

事業 

予算科目に紐づく各課室が実施する事業

総務課 防災交通課 
企画 

財政課 

産業 

振興課 
住民課 ふくし課 

議会 

事務局 
会計課 

税務課 
成長 

戦略室
建設課 水道課 

まちなみ 

環境課 

健康 

こども課 
教育課 

将来

イメージ

基本

理念

基本

目標

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 1-7 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 2-6 2-7 3-1 3-2 3-3 3-4 3-5 3-6 3-7 4-1 4-2 4-3

地
域
で
大
切
に
す
る
子
育
て
環
境

次
代
の
担
い
手
を
育
む
教
育
環
境

生
涯
を
通
じ
て
取
り
組
む
健
康
づ
く
り

個
性
を
活
か
す
障
が
い
者
福
祉

安
心
し
て
住
み
続
け
ら
れ
る
長
寿
社
会

豊
か
な
自
然
を
活
か
し
た
ひ
と
づ
く
り

郷
土
愛
、

つ
な
が
り
を
育
む
文
化
・
ス
ポ
ー

ツ

豊
か
な
海
と
産
物
を
活
か
し
た
水
産
業

豊
か
な
農
地
と
産
物
を
活
か
し
た
農
業

新
た
な
魅
力
や
価
値
を
生
み
出
す
商
工
業

何
度
も
訪
れ
た
く
な
る
観
光
・
交
流

新
た
な
チ
ャ

レ
ン
ジ
を
創
る
起
業
支
援

価
値
あ
る
産
業
を
残
す
事
業
承
継
支
援

働
く
環
境
づ
く
り

ま
ち
と
命
を
守
る
防
災

つ
な
が
り
を
活
か
し
た
交
通
安
全
と
防
犯

資
源
を
活
か
す
土
地
利
用

安
心
な
暮
ら
し
を
支
え
る
イ
ン
フ
ラ

暮
ら
し
を
支
え
る
地
域
公
共
交
通

多
様
性
を
認
め
、

共
に
支
え
合
う
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

心
と
体
安
ら
ぐ
自
然
・
住
環
境

持
続
可
能
な
行
財
政
運
営

組
織
・
人
事
の
活
性
化

業
務
の
高
度
化
・
効
率
化

産業の活性化と雇用の確保

子育て支援と教育の充実

定住支援

基本

施策

重点

政策

絆・選ばれる理由があるまち

暮らし続けられるまちを"あなた"とつくる

地元をにぎわす
しごとづくり

安心できる
まちづくり

行財政
マネジメント

地域で育む
ひとづくり
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３ アクションプランの概要 
（１）アクションプランとは  

基本構想を実現するための重点政策に位置付けられる「主要事業」の実施行程など

をまとめたもの。毎年度、進捗管理し、新しい要素を加えたり、見直しを行ったりすること

で、柔軟な町政運営の推進を図ります。 

（２）計画期間 

       令和３年度を初年度とする令和 14 年度までの 12 年間で、第１期から第 12 期アク

ションプランとして、毎年度更新します。アクションプランの実施計画期間は３年とし、評

価委員会の結果や財政状況を踏まえ、毎年度、見直しするものです。

【アクションプランの計画期間】 

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期 10 期 11 期 12 期 

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

策定 
● 

見直し 

● 
見直し 

● 
見直し 

● 

見直し 

● 
見直し 

● 
見直し 

● 
見直し 

● 

見直し 

● 
見直し 

● 
見直し 

● 
見直し 

● 

（３）アクションプランの構成 

アクションプランは、以下の４つで構成されています。 

•重点政策に位置付けられる主要事業３か年の実行計画

•主要事業として３０事業程度を掲載
実施計画書

•行財政マネジメントにおける業務改善の取組計画

•行財政改革を推進するための部会を組織

業務改善

推進計画書

•予算科目ごと実施する事業評価（ＰＤＣＡサイクル）

•各課が実施する予算事業（２００事業程度）
事業評価書

•重点政策の進捗管理を行うためのチェックシート

•３つの重点政策＋３つの行財政マネジメント
施策評価書
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行財政 
マネジメント

４ 重点政策とは 
（１）重点政策の設定と考え方   

24 の基本施策は、町が継続的に実施する施策を示しており、本来、全ての施策が“重

点政策”ということになりますが、現在の一層厳しさを増している行財政状況では、まんべ

んなくあらゆる項目を対象とした施策を推進した場合、あまり効果が見えてこない、結果と

して町民の満足度が得にくい行政を進めることになります。 

そのため、早期に人口の安定化を図り、町民生活及び行財政の持続可能性を確保して

いくため、24 の基本施策の全てが横断的に連携し取り組んでいく「重点政策」として、「産

業の活性化と雇用の確保」、「子育て支援と教育の充実」、「定住支援」の３本を位置づけ、

優先順位を定めて実施していきます。 

【重点政策の実行体系】 

（２）重点政策の実行 
 重点事業として選定し、実施計画書に記載した事業は、優先的に予算を配分し、行政

の縦割りの壁を越えて様々な部署が連携して政策的に実施していきます。 

安心できる 
まちづくり

地元をにぎわす 

しごとづくり

地域で育む 
ひとづくり

就業をきっかけとした人口流出を防ぐとともに、人口減少下でも維持・発

展していくため、産業の活性化と雇用の確保を目指します。 

また、仕事により町のにぎわいが生み出されることを目指します。

重点政策② 子育て支援と教育の充実 

重点政策① 産業の活性化と雇用の確保 

24 の基本施策 

子育て世代の不安や不満を緩和し、地域ぐるみで子育て世代を支援す

る、豊かな自然環境など地域資源を活かした子育て環境づくりを目指し

ます。 

重点政策③ 定住支援 

町民や移住希望者が住み続けたいと思えるような、住居、インフラ、生活

環境、コミュニティ等、安心して暮らせるまちづくりを目指します。 

アクションプランの実施計画書にて具体化 

対応すべき課題 とるべき戦略 

・人口減少 
の抑制 

・少子化 
への対応 

・人口流出 
への対応 

・高齢化社会 
への対応 

・町民所得 
の向上 

・働く場の 
 不足

・子育て世代の 

居住と就業促進 

・高齢者の就業促進と生

活の確保 

・地域内経済循環を拡大

する「地消地産」 

・訪日外国人観光客によ

る「インバウンド」消費の

促進 

・都会にはない魅力を提

示する就業と生活モデ

ルの創造 

・人口減少と高齢化が進

む地域だからこその「一

歩進んだ」まちづくり 

・デジタル化を活用した地

域課題の解決と魅力向

上 

全てが連携して実施 

このアクションプランに基づいて、各課室は予算要求をします。 

町の財政状況等により不採択、次年度以降先送りとなる事業もありますの 

で、ご理解をお願いします。 
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５ アクションプランの進行管理 
（１）アクションプランの推進体制 

      アクションプランの進行管理のため、ＰＤＣＡを回して取組みの成果検証を行い、検証に

基づく項目の見直しや改善を行います。毎年度見直しすることで、アクションプランを進化

させ、予算編成や組織改編に反映することによって、総合計画の実効性をさらに高めてい

きます。 

（２）アクションプランの四半期スケジュール

第４四半期（１月～３月）

⑩次年度予算議決・公表

第３四半期（10月～12月）

⑧次年度予算要求 ⑨次年度予算査定

第２四半期（７月～９月）

⑤総合計画評価委員会 ⑥町長ヒアリング ⑦ アクションプラン公表

第１四半期（４月～６月）

①町民意識調査 ② 職員意識調査 ③事業評価 ④ 実施計画
⑪

各
課
室

事
業
実
施

業
務
改
善

取
組
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６ 総合計画の管理指標 
（１）進行管理に指標が必要な理由 

   ・進むべき方向や目標が共有できる 

   ・客観性が担保され、判断材料として使いやすい 

   ・目標達成までの進行管理がしやすい 

（２）指標設定の考え方 

       より効果的・効率的に総合計画を推進するため、総合計画の成果を測る各指標（ＫＧ

Ｉ・ＫＰＩ）を設定するとともに、計画期間における目標値を定めています。

  種類 指標の説明 

将来
イメージ

ア 
目標指標 

（ＫＧＩ） 

人口ビジョンに基づいて、将来の人口減少を抑制させるための目標

数値として設定。 

令和 30 年時点で概ね１万人の人口を維持すべき出生数65人 

基本 

目標 
イ 

管理指標① 

（ＫＰＩ） 

３つの基本目標に対して、 

町民意識調査による「満足度」「認知度」「貢献度」を 

数値（ポイント）化したもの 

基本 

施策 

ウ 

エ 

管理指標② 

（ＫＰＩ） 

21 の基本施策に対して、 

町民意識調査による「認知度」及び「満足度」を 

数値（ポイント）化したもの 

３つの行財政マネジメントに対して、 

職員意識調査による「実感度」を 

数値（ポイント）化したもの 

重点 

政策 
オ 

管理指標③ 

（ＫＰＩ） 

３つの重点政策の進捗を確認する毎年度の目標値 

（指標の進捗を確認することによって、運用面の改善を進めていくこ

とが重要） 

用語の解説 

管理指標とは・・・総合計画の進み具合をチェックするための目じるしとなるもの。 

ＫＧＩとは・・・Key Goal Indicator（キーゴールインディケーター）を省略し 

たもので、一般的に日本語では「重要達成目標指標」と言われ、本町 

の総合計画では、人口減少を抑制させるための「目標数値」となりま 

す。 

ＫＰＩとは・・・Key Performance Indicators（キーパフォーマンスインディケータ 

ーズ）を省略したもので、一般的に日本語では「重要業績管理指標」 

と言われ、総合計画の達成度を把握し評価するための「管理指標」 

となります。
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ア 目標指標（ＫＧＩ）
町民生活を将来にわたり持続可能なものとしていくためには、少子化、人口流出、高齢化

に対応し、将来の人口減少を抑制し、行財政の持続可能性を確保していくことが必要となり

ます。そのため、これらの課題に向き合い、解決に向けまちづくりに取り組んでいくために目指

すべき指標として、目標指標（ＫＧＩ）を設定しました。 

出生数の向上には、若年層の転出の抑制と転入の増加、出生率の向上など、人口の安定

化に必要な多くの要素が関わっています。これらの要素を向上させるには、子育て支援だけ

でなく、仕事、住環境など、様々な観点から魅力あるまちづくりが必要となります。 

そのため、重点政策に基づいて、基本施策の全てが横断的に連携し、取り組めているかを

測るため、ＫＧＩの達成状況を毎年確認します。

【目標指標（ＫＧＩ）】 
令和30年時点で概ね10,000人の人口を維持するために、総合計画終了（令和14年

度）時点で維持すべき出生数として、目標数値を 65人とします。 

R１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 
Ｒ14 

目標値 

６７ 
人 

５０ 
人 

５７
人 

４５ 
人 

４０ 
人 

40 
人 人 人 人 人 人 人 人 

65 
人 

△8 

(※)
△２５ △１８ △３０ △３５ △35        － 

【R6 の評価・分析等】 

出生数を維持・向上させるには、若年層の流出抑制が不可欠です。若年層の転出理由として、教育環境や働く場

の不足が大きな要因と考えます。これらの課題を踏まえ、働く場の確保を含めた定住促進策の強化に取り組んでい

きます。 

【第１子：34.2％、第２子：31.6％、第３子以降：34.2％】 

※R1～R6は目標値75人に対しての差、R7～R13は目標値65人に対しての差 

イ 基本目標の管理指標（ＫＰＩ） 
まちづくりは、町民、企業、関係団体、その他多くの人々がそれぞれの取り組みについて知り、

積極的に関わり、可能な範囲で貢献し、それらの活動によって満足度を高めていくことが重

要です。 

そのため、町民意識調査により３つの基本目標を構成する 21 の基本施策に対し、認知度、

満足度、貢献度を測り、これらを総合して数値化したものを、総合計画全体を評価する指標と

して、基本目標の評価指標（KPI）として、次のとおり設定し、毎年確認します。 

管理指標（ＫＰＩ）＝ ひとづくり指標、しごとづくり指標、まちづくり指標 

指標名 
現状値 
（前期平均）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 目標値 

ひとづくり 
指標 42 48        62 

しごとづくり 
指標 36 38        56 
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指標名 
現状値 
（前期平均）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 目標値 

まちづくり 
指標 40 37       60 

【現状値の計算方法】 

町民意識調査結果から認知度、満足度、貢献度を計算します。いずれも、全回答者のうち
１～２を回答した方の割合を測ります。ここでは全ての方にまちづくりに参加してもらいたいと
いう趣旨から、全回答者を対象とします。 
例）全回答者 90人 

うち 認知度１～２を回答した回答者 70 人÷90人×100 → 満足度 78 

満足度１～２を回答した回答者 40 人÷90人×100 → 認知度 44 

  貢献度１～２を回答した回答者 60 人÷90人×100 → 貢献度 67 

認知度、満足度、貢献度すべてをまとめて１つの指標で表現するため、次のような形で

基本目標を計算します。 

  例）仕事づくり指標＝ 0.3×認知度 ＋ 0.4×満足度 ＋ 0.3×貢献度

→0.3×認知度 78＋0.4×満足度 44＋0.3×貢献度 67 ＝ 61 ポイント 

※認知度、満足度、貢献度共に同一基本目標内の施策平均を使用します。 

なお、総合計画（中期）開始前の現状値は、前期（令和３年度～令和６年度）の平均値

とします。 

【目標値の計算方法】 

（ア）前期（令和３年度～令和６年度）の平均値から 20pt 上昇させる。 

   例）現状値：61pt → 目標値：81pt 

町民意識調査の選択肢 

認知度 １よく知っている ２ある程度知っている ３知りたいと思う ４知らない 

満足度 １とても満足 ２ある程度満足 ３少しは満足 ４満足していない 

貢献度 １大いにある ２少しはある ３やってみようと思う ４やろうとは思わない 
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ウ 基本施策の管理指標（KPI） 
 基本目標の KPI の向上を通じて、多様な人々がつながり、選ばれるまちづくりを目指しま
す。さらに、21 の基本施策では、町民意識調査による満足度を KPI として設定し、毎年度測
定することで、基本目標の達成に向け、各施策の課題を把握し改善を図っていきます。 
管理指標（ＫＰＩ）＝ 町民意識調査による満足度 

指標名 現状値 
（前期平均）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 目標値 
（R10）

1-1 地域で大切にする子育て環境 56 74        76 

1-2 次代の担い手を育む教育環境 56 80        76 

1-3 生涯通じて取り組む健康づくり 69 65       89 

1-4 個性を活かす障がい者福祉 67 76        87 

1-5 安心して住み続けられる長寿社
会

60 61        80 

1-6 豊かな自然を活かしたひとづく
り

57 58        77 

1-7 郷土愛、つながりを育む文化・
スポーツ

66 59       86 

2-1 豊かな海と産物を活かした水
産業

56 71        76 

2-2 豊かな農地と産物を活かした
農業

61 64        81 

2-3 新たな魅力や価値を生みだす
商工業

46 68        66 

2-4 何度も訪れたくなる観光・交流 53 41        73 

2-5 新たなチャレンジを創る起業支
援

53 72        73 

2-6 価値ある産業を残す事業承継
支援

52 63        72 

2-7 働く環境づくり 57 70       77 

3-1 まちと命を守る防災 63 69       83 

3-2 つながりを活かした交通安全と
防犯

61 63       81 

3-3 資源を活かす土地利用 44 55        64 

3-4 安心な暮らしを支えるインフラ 61 68        81 

3-5 暮らしを支える地域公共交通 56 51       76 

3-6 多様性を認め、共に支え合うコ
ミュニティ

49 63        69 

3-7 心と体安らぐ自然・住環境 54 81       74 
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【現状値の計算方法】 

まず、町民意識調査の全回答者のうち、認知度で１～２を回答した回答者を測定の対象と

します。 

測定対象者のうち、満足度について、１～２を回答した方の割合を測ります（＝不満足と回

答していない人の割合）。 

例）全回答者 90人 

うち認知度１～２を回答した測定対象者 80人 

測定対象者のうち、満足度で１～２を回答した方 48人 

⇒ 満足度 48 人÷80人×100＝60 ポイント 

【目標値の計算方法】 

（ア）前期（令和３年度～令和６年度）の平均値から 20pt 上昇させる。 

     例）現状値：60pt → 目標値：80pt 

町民意識調査の選択肢

認知度 １よく知っている ２ある程度知っている ３知りたいと思う ４知らない 

満足度 １とても満足 ２ある程度満足 ３少しは満足 ４満足していない 

貢献度 １大いにある ２少しはある ３やってみようと思う ４やろうとは思わない 
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エ 行財政マネジメントの管理指標（KPI） 
 厳しい財政状況が続く中で、将来イメージを実現するためには、行政の縦割りの壁を越え、

多くの政策分野を横断的に取り組み、様々な部署が連携するだけでなく、地域や民間の活

力を活用するなど、従来の行財政マネジメントを革新していくことが求められます。 

そのため、町民意識調査と同様に、町職員に対しても職員意識調査を実施し、町の取り組

みに対する実感度を毎年度確認します。

評価指標（ＫＰＩ）＝ 職員意識調査による実感度 

指標名 現状値 
（前期平均）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 目標値 
（R10）

4-1 持続可能な行財政運営 58 64        78 

4-2 組織・人事の活性化 62 69       82 

4-3 業務の高度化・効率化 62 62        82 

【現状値の計算方法】 

職員意識調査の全回答者のうち、実感度について、１～２を回答した方の割合を測ります

（＝実感できないと回答していない人の割合）。 

例）全回答者 100人 

うち実感度１～２を回答した測定対象者 80人 

⇒ 実感度 80 人÷100 人×100＝80％ 

【目標値の計算方法】 

（ア）前期（令和３年度～令和６年度）の平均値から 20pt 上昇させる。 

   例）現状値：75pt → 目標値：95pt 

職員意識調査の選択肢 

実感度 １充分実感 ２ある程度実感 ３意欲は感じる ４実感できない 
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オ 重点政策の管理指標（KPI） 
（１）産業の活性化と雇用の確保 
就業をきっかけとした人口流出を防ぐとともに、人口減少下でも維持・発展していくため、

産業の活性化と雇用の確保を目指します。 
また、仕事により本町のにぎわいが生み出されることを目指します。

新規漁業就業者数                        （産業振興課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10) 

７人／年 １０人／年    ９人／年 

－ ↗

【Ｒ６の評価・分析等】 
２０代が３名、１０代が６名と若年層の就業者が多く、実績値は、基準値を大きく上回った結果でした。次年度以
降も引き続き、目標値と同等以上の新規就業者を確保できるよう愛知県、県漁業担い手育成支援協議会や地
元漁協と連携を図り、さらなる漁業の魅力をＰＲしていきます。なお、新規漁業就業者に関するご相談は随時受
付しています。

新規農業就業者数                        （産業振興課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

８人／年 ２人／年    ２人／年 

－ ↘

【Ｒ６の評価・分析等】 
基準年である令和５年度は農業法人への就業者が６名いたため、非常に高い基準値となっており、令和６年度
の２名はほぼ例年通りの水準となっています。引き続き、新規就農のご相談は随時受付していますので、意欲を
持った就農希望者が就農していただけるよう関係機関と連携して支援していきます。

観光客数                            （産業振興課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

196.9 万人

／年 

179.2 万人

／年 

280 万人／

年 

－ ↘

【Ｒ６の評価・分析等】 
酷暑の影響や令和６年８月に南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表されたことに伴い、観光客数が
減少しました。今年度リニューアルオープンする内海観光センター及び師崎港観光センターを利用した観光客の
誘致を行い観光客数の増加を目指します。

課税法人数                             （税務課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

655 法人 659 法人    655 法人 

－ ↗

【Ｒ６の評価・分析等】 

課税法人数については、法人区分ごとの増減はあるものの、全体としてはほぼ横ばいとなっています。 
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（２）子育て支援の教育の充実 
子育て世代の不安や不満を緩和し、地域ぐるみで子育て世代を支援する、豊かな自然環

境など地域資源を活かした子育て環境づくりを目指します。 

希望※１の保育に入所している乳・幼児の割合           （健康こども課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

100％ 100％    100％ 

－ →

【Ｒ６の評価・分析等】

希望するすべての児童が保育所に入所することができました。 

一時保育の申込みに対する利用率                （健康こども課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

100％ 100％    100％ 

－ →

【Ｒ６の評価・分析等】 

一時保育の申込みのあった児童は、すべて一時保育を利用することができました。 

放課後児童クラブの申込に対する充足率             （健康こども課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

100％ 100％    100％ 

－ →

【Ｒ６の評価・分析等】 

入会希望者は、すべて児童クラブに入会することができました。 

高校生の SEA S CARD※２所有率                    （防災交通課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

49％ ６０％    70％ 

－ ↗

【Ｒ６の評価・分析等】 

補助制度開始から１年半が経過し、制度の認知度が増し、SEA S CARD所有率、利用回数

が向上しております。学生の頃から公共交通に慣れ親しんでいただき、将来の定住に繋げて

いくためにも、より利用しやすい仕組みに改善し、学生の利用促進を図っていきます。
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（３）定住支援 
町民や移住希望者が住み続けたいと思えるような、インフラ、生活環境、コミュニティ等、安

心してくらせるまちづくりを目指します。 

社会増減数（日本人の転入者数―転出者数）            （企画財政課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

-157 人／

年 
-201 人/年    

-141 人／

年 

－ ↘

【Ｒ６の評価・分析等】 

転出超過が拡大しています（前年度比-44人/年）。若年層の流出抑制や、定住促進を進めます。 

海っ子バス利用者数                       （防災交通課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

24.8 万人／

年 

２６．５万人／

年 
   30 万人／年 

－ ↗

【Ｒ６の評価・分析等】 

令和５年１０月からの海っ子バス路線再編により、利用者数は増加傾向にあります。しかしながら、路線再

編により移動不便になった地域等もあることから、デマンド交通の導入等、新たな施策の検討も行い、町民

の皆様が利用しやすい公共交通を目指していきます。

公有財産（未利用地）の利活用数（延べ）             （企画財政課） 

基準値(Ｒ５) 実績値(Ｒ６) 実績値(Ｒ７) 実績値(Ｒ８) 実績値(Ｒ９) 目標値(Ｒ10)

０件 ０件    ４件 

－ →

【Ｒ６の評価・分析等】 

公有財産（未利用地）の利活用の方向性を模索しているものの、具体化には至っていません。今後も利用

促進に向けて取り組んでいきます。

※１ 第１希望又は第２希望のこと。 

   希望別の入所している乳・幼児の割合は以下のとおり。 

 基準値 

(Ｒ５)

実績値 

(Ｒ６)

実績値 

(Ｒ７)

実績値 

(Ｒ８)

実績値 

(Ｒ９)

実績値 

(Ｒ10)

第１希望 100％ 100％     

第２希望 - -     

※２ 定期券代を町が補助し、無料で海っ子バスを利用できる IC カードのこと。 
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